
 

＜災害から県民を守るための行動計画＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１５年３月 

 

中央防災会議 ・ 東海地震に係る想定震度分布図（平成１５年３月） 
（■震度７、■震度６強、■震度６弱、■震度５強以下、 ━ 想定震源域） 

山梨県 
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本県は、東海地震をはじめ、南関東地域直下の地震、糸魚川－静岡構造線
断層帯など活断層に起因する地震及び富士山噴火などの災害が発生する可
能性を指摘されている地域である。 
 幸い、近年は災害対策本部を設置するような災害は発生していないが、こ
れらの災害が、万一発生した場合は、広範囲にわたって甚大な被害を受ける
ことが懸念されている。 
 特に、東海地震については、「いつ起こってもおかしくない」と、その切
迫性が指摘されており、平成１３年１２月には国の中央防災会議が２２年ぶ
りに想定震源域や想定震度分布の見直しを行った。それによると、本県の可
住地域の多くが震度６弱、または震度６強～７の地震動に見舞われるとされ
ている。（表紙の想定震度分布図を参照）また、平成１４年４月には新たに
峡北地域の５町村が東海地震の地震防災対策強化地域に追加指定され、本県
ではこの強化地域に平成１５年３月現在、６０市町村が指定を受けている。
 また、富士山火山防災対策については、本県等の要望を受けて国の関係省
庁及び本県など関係地方公共団体で組織する「富士山火山防災協議会」が平
成１３年７月に設置され、現在、ハザードマップ作成に向けた検討が進めら
れている。 
 こうした動きを踏まえ、「今、災害が発生した場合」に迅速かつ的確な応
急対策を実施できる防災体制を確立するため、昨年４月、「山梨県防災対策
推進会議」を設置し、本県防災体制の要である山梨県として、災害予防対策
や復旧・復興対策をもにらんで、県政全般にわたる防災対策を総点検した上
で、「山梨県地域防災計画」の具体的な行動指針となる「やまなし防災アク
ションプラン」を策定した。 
 この「アクションプラン（実践行動計画）」は、昨年９月に中間報告とし
て公表し、県民の皆様から広く御意見をいただき、今回、最終報告として策
定したものであり、「県民の命を守る」、「県民の生活を守る」、「復旧・復興
を進める」という観点から、２２の施策分野を設定し、３１４のアクション
項目（行動項目）を決定した。今後、このアクション項目に基づき、全庁的
に速やかに具体的な対策を進めて行くものである。また、これらをもとに、
県、市町村、各防災関係機関及び県民の皆様が力を合わせることにより、災
害から生命、身体、財産を守るための備えが、一層確かなものになると考え
ている。 

（アクションプラン作成の目的）…「やまなし防災アクションプラン」とは 

 

富士山の噴火史（内閣府・「富士山ハザードマップ」中間報告資料より） 
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●やまなし防災アクションプランのスキーム 

 山梨県地域防災計画に記載されている災害予防計画、災害応急計画、災害 
復興計画の全般にわたる対策について、「県民の命を守るアクション」「県民 
の生活を守るアクション」「復旧・復興を進めるアクション」の３つの柱に整理し 
た上で、災害時に即応できる、実効性ある行動計画を策定・実施して行きます。 
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山梨県防災対策推進会議 
【知事（会長），出納長，教育長，警察本部長， 
     公営企業管理者，関係部長，各地域振興局長 等】 

山梨県防災対策推進幹事会 
【総務部次長（幹事長），各部企画調整主幹，警察本部関係次席，

各地域振興局企画振興部次長 等】

山梨県防災対策検討部会（ワーキンググループ） 
【個別の検討テーマ（カテゴリー）ごとの関係課・室】 

事務局：消防防災課 
【事務局長：消防防災課長】 

①「避難・輸送・交通」部会 

②「医療・救急・救助」部会 

③「耐震化推進」部会 

④「情報・通信・広報」部会 

⑤「生活関連（ライフライン）」部会 

⑥「組織・応援体制」部会 

⑦「災害復興」部会 

 知事を会長とする次の全庁的な検討・推進体制を平成１４年４月に立ち上げ、 

各防災関係機関とも連携し、本プランの策定から推進まで行っていきます。 



 

●施策の体系 

 

 

 

＜施策分野＞ 

  １ 初動態勢と被災状況の早期把握体制を強化します 

  ２ 災害対策本部の運営体制を強化します 

  ３ 迅速な負傷者の救出・救助体制を整備します 

  ４ 発災直後の医療救護体制を整備します 

  ５ 消防力を向上し、消火対策を強化します 

  ６ 地域における災害予防対策を強化するとともに、 

二次災害の防止も図ります 

  ７ 公共施設・建築物等の耐震化を進めます 

  ８ 県民への意識啓発と防災訓練を強化します 

 

 

 

 

＜施策分野＞ 

９ 応急対策や支援活動を支える緊急陸空路を確保します 

１０ 電気、ガス、水道などのライフラインを強化します 

１１ 災害時の広報と生活情報の提供を充実します 

１２ 避難所の確保や運営体制を強化します 

１３ 緊急物資の迅速な確保・配送体制を強化します 

１４ 被災者に対する健康対策や生活相談窓口体制を充実します 

１５ し尿・ごみ・被災建築物の応急対策を進めます 

１６ 災害弱者（要援護者）や外国人の被災者を支援します 

 

 

 

 

＜施策分野＞ 

１７ ボランティアとの連携、受け入れ体制づくりを強化します 

１８ 学校における防災教育と災害時対策を強化します 

１９ 住宅被害者のための応急住宅を確保します 

 

 

県民の命を守るアクション 

 

県民の生活を守るアクション 

復旧・復興を進めるアクション 

２０ 建築物の解体・がれき・残骸物処理を確実に進めます 

２１ 被災者の救済・生活支援対策を進めます 

２２ 被災地の復興まちづくり体制を整備します 
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 施策分野 １ 
 

初動態勢と被災状況の早期把握体制を強化します 
   
 地震、台風等による大規模災害が発生した場合、初期段階での対応が被害を最小限に抑える

重要なカギとなります。そのため、職員の迅速な参集体制を強化し、情報通信機器等を活用した
情報収集システムを確立し、的確な応急対策を実施できる体制を整備します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 非常参集体制の強化      秘書課、人事課、地域振興局、教育庁総務課 
企業局総務課、議会事務局、消防防災課 

１１０１  初動体制職員の選任方法の見直し 
１１０２  職員初動マニュアル改訂版の作成 
１１０３  災害対策本部長等の登庁方法等の整備 
１１０４  災害対策本部長等への情報伝達手段の確保 
１１０５  ポケットベル、非常参集システムの推進 
１１０６  登庁後の初動任務の明確化 
１１０７  年度当初の参集体制の確立 
１１０８  現所属に登庁できない職員の参集場所・業務の明確化 
１１０９  連絡手段、連絡体制の整備 

   １１１０  東海地震（予知あり）に係る職員配備態勢の見直し 
  ２ 非常参集訓練の実施 （消防防災課） 
１２０１  突発地震発生時の全職員の登庁体制の検証 
１２０２  交通手段途絶時を想定した参集訓練の実施 
 

  ３ 被災状況の早期把握体制の整備    情報政策課、管財課、道路維持課、治水課、 
砂防課、消防防災課、地域振興局、警察本部 

１３０１  被害情報の収集、報告体制の確立 
１３０２  災害情報収集体制の整備 
１３０３  オフロード車を活用した職員の現場派遣による情報収集 
１３０４  ヘリコプターテレビ伝送システムによる現地被害状況等の収集 
１３０５  自衛隊との被災情報収集・提供体制の強化 
１３０６  アマチュア無線の活用促進と訓練強化 
１３０７  高所監視カメラ・テレビ会議システム等による被害状況の迅速な把握 
１３０８  災害モニター等との連携 
１３０９  車両の災害対応機能の強化 
１３１０  土木総合防災情報システムの構築検討 
 

  ４ 情報通信機能の強化 （医務課、消防防災課） 
１４０１  市町村における防災情報通信設備の整備充実の支援 
１４０２  災害拠点病院等への県防災行政無線端末局の設置検討 

 
 

 

施策分野  １ 

県民の命を守るアクション 
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災害対策本部の運営体制を強化します 
 本部・地方連絡本部を災害に対応できる実効性のある組織体制に再編し、マニュアル等による

業務の明確化、迅速に対応できる横断的組織の確立など、全庁で応急対策に取り組みます。ま
た、市町村との連携を一層強化し、的確な対策の実施や広域的な支援体制等を整備します。 

アクション（行動実践を行う項目） 
  １ 災害対策本部の運営体制の強化       人事課、管財課、出納局会計課・ 
（地震災害警戒本部）               管理課、全課、消防防災課  
２１０１  本部の組織体制の再編 
２１０２  本部の事務分掌の見直し 
２１０３  本部行動マニュアルの作成 
２１０４  幹部職員による緊急連絡会議の設置 
２１０５   情報連絡体制の確立 
２１０６  本部職員のローテーション勤務の確立 
２１０７  防災対策業務経験者の活用 
２１０８  県職員の被災状況の把握と動員体制の確立 
２１０９  様々な事態を想定した図上訓練等の実施 
２１１０  現地災害対策本部への職員派遣体制の確立 
２１１１  応急対策等に必要な県職員の市町村への派遣 
２１１２  班（各課）別行動マニュアルの作成 
２１１３  県庁舎内等の避難者の対応検討 
２１１４  災害時等の会計事務処理マニュアルの作成 
２１１５  災害時等の物品調達システムの検討 
２１１６  県職員に対する防災研修の実施 
２１１７  国及び関係都県市と連携した広域的な 

図上訓練の実施 
  ２ 地方連絡本部の運営体制の強化 （地域振興局） 
２２０１  地方連絡本部の組織体制の見直し 
２２０２  地方連絡本部の事務分掌の見直し 
２２０３  地方連絡本部行動マニュアルの作成 
２２０４  市町村との情報連絡体制の確立  

  ３ 災害対策本部等の拠点施設の整備 （管財課、営繕課、消防防災課、警察本部） 
２３０１  庁舎施設の耐震化の推進 
２３０２  警察災害警備本部室の整備推進 
２３０３  県庁舎・警察施設に係るライフライン調査の実施 
２３０４  本部要員のための食料、仮設トイレ、寝具等の整備 
２３０５  警察災害警備本部設置運営に必要な設備の整備充実 

  ４ 市町村の防災力の強化 （消防防災課） 
２４０１  市町村における防災力の総点検の実施 

  ５ 全国的支援の受け入れ、活動体制の整備 （人事課、消防防災課、警察本部） 
２５０１  他都道府県市からの人的支援の受け入れ体制の整備 
２５０２  応援派遣部隊の受け入れ体制の整備 
２５０３  広域応援協定の具体的運用体制の整備 
２５０４  自己完結型支援派遣の促進 
２５０５  防災ヘリ・応援航空機等の活用拠点の調査、整備 

施策分野  ２ 

県民の命を守るアクション 
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迅速な負傷者の救出・救助体制を整備します 
 
 消防団員、自主防災組織、消防職員に対する救出・救助訓練等の充実や必要資機材等の整

備促進を図り、体制を強化します。また、ヘリコプター等を活用した救助体制や広域応援体制を確
立します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 救出・救助体制の強化  （消防防災課、消防学校） 
３１０１  消防団員に対する救出訓練等の充実 
３１０２  消防団員、自主防災組織向けの救出救助マニュアルの作成・指導 
３１０３  消防職員の訓練高度化促進 
３１０４  消防団員の確保と活動の活性化 
３１０５   トリアージ等応急救急訓練等の実施 
３１０６  倒壊家屋からの模擬救出訓練の促進 
３１０７  自主防災組織による要介護者台帳や人材台帳の整備と確認 

 
  ２ 救出・救助用資機材の整備 （消防防災課、警察本部） 
３２０１  消防団の救助資機材等の整備促進 
３２０２  災害救助用資機材の整備 
３２０３  消防や自主防災組織の活動に応じた救出用資機材の整備促進  

 
  ３ ヘリコプターを利用した広域体制の整備 （消防防災課） 
３３０１  ヘリポート整備の促進 
３３０２  ヘリコプターによる重傷者搬送方法の検討 
３３０３  公共建築物の屋上標示・作成の検討 
３３０４  単独場外離着陸場の確保推進 
３３０５  孤立地域における救助体制の確立推進 
 

  ４ 広域応援体制の整備 （医務課、消防防災課、警察本部） 
３４０１  医療救護の広域応援体制の整備 
３４０２  市町村における受援計画作成指導 
３４０３  災害応援協定の具体的運営マニュアルの協議 
３４０４  応援協定の圏域を越えた連携体制確立の検討 
３４０５  広域応援体制の確立 

 
 
 
 
 
 
 

 

施策分野  ３ 

県民の命を守るアクション 
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発災直後の医療救護体制を整備します 
 
 緊急治療の迅速化を推進するために、医療機関の応急救護マニュアルの見直し、トリアージ等

応急救護に関する研修会、備蓄されている医薬品等の再点検等を実施します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 緊急治療の迅速化の推進 （医務課、中央病院、消防学校） 
４１０１  トリアージ等応急救護に関する研修会実施 
４１０２  県大規模災害時医療救護マニュアルに基づく実践的な防災訓練の実施 
４１０３  県立中央病院の応急救護マニュアルの作成 
４１０４  消防職員等に対する災害現場での応急救護に関する研修 
４１０５  新生児の緊急医療体制の整備 

 
  ２ 広域医療システムの構築 （医務課） 
４２０１  近隣県の病院への重症患者搬送体制の確保  

 
  ３ 医薬品・消毒剤等の備蓄推進 （衛生薬務課・健康増進課） 
４３０１  医薬品等の備蓄状況の再点検の実施（品目、数量の見直し） 
４３０２  防疫用消毒剤等の備蓄状況の把握と必要量の調査検討 

 
  ４ 医療施設の耐震化の推進 （医務課） 
４４０１  災害拠点病院における耐震化の促進 
４４０２  病院救護マニュアルの作成・活用の推進 

 
  ５ ライフライン確保対策の推進 （医務課） 
４５０１  医療施設におけるライフライン確保体制の促進 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

施策分野  ４ 

県民の命を守るアクション 
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消防力を向上し、消火対策を強化します 
 
 出火防止のために関係団体等と連携し、啓発活動を推進します。また、耐震性貯水槽等の 
整備促進及び広域的な応援体制の整備など消防力の向上を図ります。 
 

アクション（行動実践を行う項目） 

 １ 消防力の向上 （消防防災課） 
５１０１  耐震性貯水槽の整備促進 
５１０２  水槽付消防自動車の導入促進 
５１０３  市町村消防活性化総合計画策定指導 
５１０４  消防職員、消防団員の訓練の高度化 

 
  ２ 出火防止、初期消火の徹底 （高校教育課、義務教育課、消防防災課） 
５２０１  自主防災組織に対する消火用資機材等の整備促進 
５２０２  学校等における災害時危険物対策推進 
５２０３  ガス器具の安全対策の徹底の指導啓発 
５２０４  発災時における電気器具類の使用についての啓発 
５２０５  街頭消火器の設置の促進 
５２０６  県民に対する初期消火の意識啓発 

 
  ３ 広域応援体制の強化 （消防防災課） 
５３０１  広域消防援助隊受援計画の見直し 

 
４ 都市河川の活用 （治水課） 
５４０１  市街地を流れる河川水を利用できる 

         整備の推進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策分野  ５ 

県民の命を守るアクション 
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地域における災害予防対策を強化するとともに、二次災害の防止も図ります  
 
 災害に対する危険箇所等を総点検し、ハザードマップ等の作成や土木施設の整備など、災害

予防対策を強化します。また、発災後の二次災害を防止するため、点検方法を確立し、体制整備
などに努めます。 
 

アクション（行動実践を行う項目） 

 １ 地域における災害予防対策の推進 （治水課、砂防課、都市計画課、消防防災課） 
６１０１  災害に強いまちづくりガイドラインの作成及び公表 
６１０２  雨量・水位など災害情報の公表及び伝達方法の見直し 
６１０３  浸水想定区域図の作成及び公表の推進 
６１０４  土砂災害危険区域図の作成及び公表の推進 
６１０５  富士山ハザードマップの作成及び公表 
 
２ 土木施設整備事業の推進      土木部、道路建設課、道路維持課、 

治水課、砂防課、都市計画課 
 
６２０１  公共土木施設の点検実施の強化 
６２０２  災害時の避難路や物資の輸送路となる幹線道路網の整備の推進 
６２０３  浸水被害などを防ぐ治水対策の推進 
６２０４  土砂災害などを防ぐ砂防対策の推進 
６２０５  都市公園の整備及び備蓄倉庫などの災害応急対策施設の強化 
６２０６  災害に強い市街地を形成する土地区画整理事業、市街地再開発事業の 

推進 
 
３ 二次災害防止対策の強化     土木部、道路維持課、治水課、 

砂防課、下水道課、住宅課 
 
６３０１  危険箇所の監視方法の検討 
６３０２  立ち入り規制方法の検討 
６３０３  道路の点検方法のマニュアル化 
６３０４  河川・砂防構造物等の点検方法のマニュアル化 
６３０５  県営住宅、下水道など公共施設の点検方法のマニュアル化 
６３０６  道路啓開方法のマニュアル化 
６３０７  公共空間を確保するための障害物撤去のマニュアル化の検討 
６３０８  応急復旧対応工法のマニュアル化を検討 
６３０９  応急復旧資機材の備蓄の推進 
６３１０  応急復旧工事施工体制及び広域応援体制の検討 

施策分野  ６ 

県民の命を守るアクション 
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公共施設・建築物等の耐震化を進めます 
 
 防災拠点となる公共施設の耐震化を推進し、緊急輸送道路・避難路等の確保を目的とした防

災点検を実施し、被災した場合における早期復旧体制を整備します。また、個人住宅の耐震化に
ついても、相談窓口の充実等、啓発活動を推進します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 公共建築物等の耐震化の推進 （営繕課、管財課、医務課、住宅課、消防防災課） 
７１０１  医療施設の耐震化の促進 
７１０２  県営住宅の耐震化の推進 
７１０３  県防災拠点に係るライフライン調査の実施 

  ２ 公共土木施設の耐震化の推進          耕地課、治山林道課、都市計画課、 
道路維持課、企業局電気課 

７２０１  森林保全施設等の耐震点検の実施 
７２０２  発電施設等の耐震化の推進 
７２０３  ため池点検マニュアルの見直し 
７２０４  都市公園施設の耐震化の推進 
７２０５  道路橋など道路構造物の耐震化の推進 

  ３ 教育施設の耐震化の推進 （私学文書課、学校施設課） 
７３０１  公立学校校舎、体育館等の耐震化の推進 
７３０２  私立学校等の耐震化の推進 

  ４ 個人住宅の耐震化促進のための啓発活動 （住宅課、建築指導課、消防防災課） 
７４０１  耐震診断、補強技術の普及促進 
７４０２  住宅耐震性向上計画の策定 
７４０３  耐震相談窓口の充実 
７４０４  耐震化推進関係団体の連携強化 
７４０５  木造住宅耐震化の促進に関する講習会等の実施 
７４０６  各種広報媒体を利用した耐震化の普及・啓発 

  ５ 緊急輸送道路・避難路確保のための建物の耐震化の促進 （建築指導課） 
７５０１  緊急輸送道路・避難路沿い建築物の防災点検実施 
７５０２  避難路、避難地沿いの落下物対策の促進 
７５０３  ブロック塀の耐震化の促進 

  ６ 防災都市づくりの推進 （商業振興金融課） 
７６０１  中小企業に対する地震災害防止対策資金の啓発と資金使途の適用 

範囲拡大の検討 
  ７ 文化財の耐震化の推進 （学術文化財課） 
７７０１  埋蔵文化財の災害時取扱マニュアルの作成 
７７０２  建造物文化財の耐震化の推進 
７７０３  遺跡情報システムの充実  
   
 

 

施策分野  ７ 

県民の命を守るアクション 
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県民への意識啓発と防災訓練を強化します 
 
 県民一人ひとりが、災害に備えることができるように、防災意識高揚のための普及啓発活動や

地域の核となる自主防災組織活動を推進支援します。また、あらゆる災害に迅速かつ的確な対
応が可能な、実効性のある防災訓練を実施します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 防災対策の広報、啓発及び防災教育の実施     高校教育課、義務教育課、 
消防防災課、警察本部 

８１０１  各種防災関連情報の普及啓発 
８１０２  警察署、交番等の広報誌（紙）の発行 
８１０３  防災講座・講演会等の充実 
８１０４  児童生徒の地震防災教育の推進 
８１０５  小・中・高校でのリーダーの養成 
８１０６  防災安全センターの機能強化 

 
  ２ 家庭内の対策の推進 （建築指導課、消防防災課） 
８２０１  家具の転倒防止対策の普及啓発 
８２０２  木造住宅の耐震診断のパンフレットの作成配布 

 
  ３ 自主防災組織活動の強化策の推進 （消防防災課） 
８３０１  自主防災組織による救出のためのマニュアルの作成 
８３０２  自主防災組織の防災訓練等における消防との連携強化 
８３０３  自主防災組織による救出活動にかかる資機材の整備の促進 
８３０４  自主防災組織の育成研修 

 
  ４ 総合防災訓練、地域防災訓練の充実 （治水課、消防防災課、警察本部） 
８４０１  被害想定を取り入れたイメージトレーニングの実施 
８４０２  ライフライン復旧に係る防災訓練の実施 
８４０３  緊急物資の指定集積拠点の運営訓練の実施 
８４０４  近隣県との訓練の実施 
８４０５  地域防災訓練の充実 
８４０６  災害弱者対策訓練の実施 
８４０７  自主防災組織と避難所管理者が連携した避難生活訓練の実施 
８４０８  水防訓練の実施 

 
  ５ 初動確保訓練の充実 （消防防災課、警察本部） 
８５０１  ポケットベルを利用した県職員等の参集訓練の実施 
８５０２  初動態勢、参集方法等の整備充実 

 
 
 

施策分野  ８ 

県民の命を守るアクション 
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応急対策や支援活動を支える緊急陸空路を確保します 

 
 道路等の被災状況を的確に把握し、道路規制情報等を迅速に提供できるシステムを確立しま

す。また、代替輸送路の活用など応急対策に必要な緊急輸送ルートを確保します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 緊急輸送道路の被災情報収集 （土木部） 
９１０１  市町村・地域住民及び建設業団体等からの被害情報収集態勢の整備 

  ２ 交通規制の実施と道路情報の提供等 （道路維持課、警察本部） 
９２０１  緊急通行車両以外の通行規制実施要領の作成検討 
９２０２  発災時及び警戒宣言発令時における自動車の不使用・自粛についての県

民への協力依頼 
９２０３  緊急輸送道路に関する他県警との広域訓練の実施 
９２０４  交通規制のための警備業者確保に係る協定等体制整備 
９２０５  災害対策用交通施設等の整備 
９２０６  東海地震に対応できる交通規制計画の整備 
９２０７  道路規制情報等の分かりやすい広報手段の検討 

  ３ 緊急輸送道路等の耐震化 （道路維持課） 
９３０１  緊急輸送道路の耐震点検の推進 
９３０２  道路施設の耐震化の推進 
９３０３  道路等の応急復旧資材の整備 
 

  ４ 代替輸送路の確保、充実 （耕地課、治山林道課、道路維持課、消防防災課） 
９４０１  緊急輸送道路の見直し検討、代替路線の検討 
９４０２  中山間地域集落の孤立化防止のための農林道網の整備、確保 
９４０３  農道による緊急輸送路の検討 
９４０４  災害時の代替輸送路としての林道の活用 
９４０５  市町村へのヘリポートの確保・整備の促進 
９４０６  拠点ヘリポート及び補給基地候補地の適地調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

施策分野  ９ 

県民の生活を守るアクション 
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電気、ガス、水道などのライフラインを強化します  

 
 ライフライン関係機関との連携を強化し、構造物等の耐震対策や資機材の整備など、事前対策

の推進を図り、また、発災後の早期復旧体制を整備します。  
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 構造物等の耐震対策 （情報政策課、衛生薬務課、道路維持課、下水道課） 
１０１０１  電線類の地中化計画の推進 
１０１０２  各種情報システムの緊急時運用態勢の確立 
１０１０３  主要データ、プログラムの東海地震対策強化地域以外への保管 
１０１０４  水道の石綿管の敷設替えの促進 
１０１０５  耐震診断をしていない浄水場や配水池等の実態調査 
１０１０６  下水道施設の耐震化の推進 

  ２ 関係機関の連携強化 （衛生薬務課、消防防災課） 
１０２０１  ライフライン関係機関との連絡体制の強化 
１０２０２  電気、水道、ガス等の関係機関へ広域応援体制の強化依頼 
１０２０３  水道施設の復旧応援職員の派遣要請及び受け入れ体制の確立 

  ３ 復旧のための体制整備等 （衛生薬務課、下水道課、消防防災課） 
１０３０１  被害状況の早期把握体制の整備 
１０３０２  応急給水体制の指揮命令系統の確立 
１０３０３  下水道復旧に係る民間施工業者等との支援体制の検討 
１０３０４  広域応援による復旧及び復旧拠点の整備促進 
１０３０５  下水道災害対策マニュアルの作成 
１０３０６  下水道復旧資材の計画的な備蓄 

  ４ 飲料水・生活用水の確保 （衛生薬務課、消防防災課） 
１０４０１  応急給水資機材の必要数量の検討 
１０４０２  ろ水機の整備状況の実態把握 
１０４０３  車載式給水タンクの整備促進 
１０４０４  上水道施設台帳等の点検 
１０４０５  飲料水兼用耐震性貯水槽等の現況把握及び整備計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

施策分野  １０ 

県民の生活を守るアクション 
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災害時の広報と生活情報の提供を充実します 

 
 発災直後から、被災状況や安否情報等の迅速な提供を可能とし、被災者に対する生活情報な

ど、的確な情報を提供できる広報システムを確立します。 
 

アクション（行動実践を行う項目） 

 １ 県民への情報提供     広聴広報課、県民生活課、商業振興金融課、情報政策課 
観光課、衛生薬務課、消防防災課、警察本部 

 
１１１０１  被災者支援情報の提供体制の整備 
１１１０２  金融機関の営業状況等の情報収集マニュアル作成と情報提供手段の 

検討 
１１１０３  避難誘導資機材の整備促進 
１１１０４  観光連盟等と連携した滞留旅客対策の推進 
１１１０５  公衆浴場等と災害時の利用協定の検討 
１１１０６  被害安否情報収集統計システムの確立 

 
  ２ 被害時広報システムの確立           広聴広報課、高校教育課 

義務教育課、消防防災課 
１１２０１  災害時広報（活動）マニュアルの作成 
１１２０２  避難所となる学校教職員のためのパソコン研修の充実 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策分野  １１ 

県民の生活を守るアクション 
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避難所の確保や運営体制を強化します 

 
 被災状況に対応した避難所の確保体制を整備し、市町村・自主防災組織等と連携した、避難

者に配慮した避難所運営体制を確立します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 避難所・避難地の確保 （都市計画課、消防防災課） 
１２１０１  公共施設等の収容可能人員等の確認 
１２１０２  住民への避難所の周知徹底 
１２１０３  避難所施設の管理責任者との事前協定締結促進 
１２１０４   都市公園における体育館、集会所の収容可能人員及びテント設置可能

面積調査 
１２１０５  公共宿泊施設の利用促進 
１２１０６  県市町村の公共施設の調査・施設利用の推進 
１２１０７  自主防災組織等での防災資機材確保の促進 
１２１０８  仮設トイレの必要数把握及びリース業者等からの調達の検討 

 
  ２ 避難所運営のシステム化         長寿社会課、衛生薬務課、高校教育課、 

義務教育課、社会教育課、消防防災課 
１２２０１  自主防災組織による避難生活計画書の作成指導 
１２２０２  プライバシー保護のための避難所運営の留意事項の検討 
１２２０３  集団避難生活のルールのマニュアル作成 
１２２０４  市町村及び学校教職員等による避難所運営支援マニュアルの作成 
１２２０５  災害時の介護支援者の確保推進 
１２２０６  老人ホームや保育所等への緊急入所できる体制の検討 
１２２０７  自主防災組織のリーダーの養成の研修実施 
１２２０８  避難所としての公民館の担当職員に対する研修実施 
１２２０９  被災地・避難所等におけるペット等動物の保護管理 

 
  ３ 避難所における食糧確保等 （衛生薬務課、消防防災課） 
１２３０１  避難所への公的備蓄の保管促進 
１２３０２  災害時の食中毒等の衛生管理体制の整備 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

施策分野  １２ 

県民の生活を守るアクション 
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緊急物資の迅速な確保・配送体制を強化します  

 
 家庭や事業所等による備蓄を推進し、災害時に必要な緊急物資について、関係機関と連携を
強化し、物資品目の見直しや市町村と連携した物資の調達・配送システムを確立します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 食料・生活必需品の確保          県民生活課、商業振興金融課、花き農産課、 
医務課、消防防災課 

１３１０１  家庭や事業所等による備蓄の充実 
１３１０２  災害拠点病院等における食料・水等確保状況調査の実施 
１３１０３  緊急物資調達に係る協定内容の見直しと新たな協定締結の推進 
１３１０４  緊急調達ができる食料、緊急物資等の必要量の算定と避難所への 

情報処理 
１３１０５  緊急物資の必要品目、量の市町村の物資拠点への輸送と役割分担の検

討 
 

  ２ 配送システムの確立            県民生活課、商業振興金融課、花き農産課、 
交通政策課、消防防災課 

１３２０１  緊急物資調達・配送システムの確立とマニュアル作成 
１３２０２  県外からの救援物資の受け入れ体制の整備 
１３２０３  緊急物資の輸送のための総合配送センターの設置調査 
１３２０４  緊急物資の集積及び分配に係るストックヤードの整備の検討 
１３２０５  緊急調達必要物資に関する他都道府県等への要請手法の検討 
１３２０６  県の広域拠点と市町村拠点等との配送ネットワーク化 
１３２０７  民間輸送業者の応援体制の協議・調整 

 
  ３ 緊急物資のニーズの把握 （県民生活課、商業振興金融課、花き農産課、消防防災課） 
１３３０１  時間経過に伴う緊急調達物資・食料の検討 
１３３０２  避難所への食料提供品目の見直しと提供方法の検討 
１３３０３  迅速・円滑な物資情報の収集提供・体制の確立 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策分野  １３ 

県民の生活を守るアクション 
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被災者に対する健康対策や生活相談窓口体制を充実します 

 
 災害時における医療公衆衛生体制や在宅被災者等への相談体制を整備し、また、総合相談窓

口を開設し、被災者の様々な生活相談や情報提供を実施します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 医療公衆衛生体制の整備 （医務課） 
１４１０１  災害時における保健指導マニュアルの作成 
１４１０２  保健師の専門研修実施 

 
  ２ 健康相談・情報提供等の体制整備 （医務課） 
１４２０１  在宅被災弱者家庭の巡回訪問 

 
  ３ 災害時のメンタルケアの整備 （健康増進課） 
１４３０１  災害時メンタルケア研修会の実施 

 
  ４ 生活相談等窓口の開設          県民生活課、労政雇用課、消防防災課 

地域振興局、警察本部 
１４４０１  総合相談窓口の開設 
１４４０２  総合相談窓口設置に伴う生活相談マニュアルの作成 
１４４０３  消費生活相談員による災害時の消費生活窓口の設置 
１４４０４  災害時総合相談活動要領の作成検討 
１４４０５  災害復興に係る労働者情報提供窓口設置の検討 

 
  ５ 生活情報の収集発信体制の整備 （県民生活課） 
１４５０１  生活関連物資の価格・需給動向の把握システムの検討及びマニュアル

の作成 
１４５０２  悪質業者の指導、摘発マニュアルの作成 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

施策分野  １４ 

県民の生活を守るアクション 
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し尿・ごみ・被災建築物の応急対策を進めます 
 
 し尿・ごみ処理施設等の災害時の体制を整備します。また、応急危険度判定士の危険度判定

体制を整備し、それに加えて新たに被災度区分別判定士の養成を行います。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ し尿・ごみの災害時応急対策 （環境整備課、畜産課） 
１５１０１  し尿、ごみ処理対策マニュアルの策定 
１５１０２  災害時における飼料供給、堆肥処理の協力体制の検討 

 
  ２ 応急危険度判定実施体制の整備 （建築指導課） 
１５２０１  応急危険度判定士の養成推進 
１５２０２  応急危険度判定士の支援受け入れ体制の整備 
１５２０３  応急危険度判定の実施体制の整備 
１５２０４  応急危険度判定用具の市町村への整備要請 
１５２０５  応急危険度判定マニュアルの周知徹底 

 
  ３ 被災度区分別判定技術の習得 （建築指導課） 
１５３０１  被災度区分別判定技術の習得 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

施策分野  １５ 

県民の生活を守るアクション 
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災害弱者（要援護者）や外国人の被災者を支援します 
 
 自主防災組織や福祉関係者等の連携により、要援護者の把握や情報提供体制を整備し、災

害弱者等の避難生活の支援体制を整備します。また、地震等災害意識の薄い外国人に対しての
啓発活動を推進し、相談窓口等の体制を整備します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 避難生活の支援             福祉保健総務課、障害福祉課、児童家庭課、 
長寿社会課、健康増進課、消防防災課 

１６１０１  災害弱者の避難誘導、搬送・介護支援マニュアル作成 
１６１０２  避難所としての機能を一部備えた社会福祉施設の整備の促進 
１６１０３  要援護者等の避難場所としての社会福祉施設の利用の促進 
１６１０４  災害弱者の生活用品等の備蓄の促進 
１６１０５  社会福祉施設における防災資機材の整備促進 
１６１０６  自主防災組織と福祉関係者との連携強化指導 

 
  ２ 必要な情報の把握と伝達 （障害福祉課、警察本部） 
１６２０１  災害弱者の把握推進 
１６２０２  聴覚障害者へのファックス、携帯電話等による情報提供の検討推進 

 
  ３ 外国人への啓発推進と情報提供 （消防防災課、国際課） 
１６３０１  外国語の防災パンフレット等による啓発の充実 
１６３０２  ラジオ、テレビでの外国語による情報提供 
１６３０３  国際交流団体等による外国人への情報提供の検討 

 
  ４ 外国語通訳の確保と相談窓口の充実 （消防防災課、国際課、観光課） 
１６４０１  災害時等における外国人のための通訳の確保 
１６４０２  災害時等における外国人相談窓口の設置 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策分野  １６ 

県民の生活を守るアクション 
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ボランティアとの連携、受け入れ体制づくりを強化します 
 
 ボランティアコーディネーター等の養成、受け入れ体制の整備など、関係団体と連携を強化す

る中で、災害時のボランティア活動を支援・推進します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ ボランティア受け入れ体制等の整備    県民生活課、福祉保健総務課、衛生薬務課、 
障害福祉課、地域振興局、消防防災課 

１７１０１  災害ボランティア受け入れ調整窓口の明確化（協議、周知、登録、研修
等） 

１７１０２  医薬品集積場での薬剤師等のボランティア活動体制の整備 
１７１０３  県ボランティアセンターの機能充実に対する支援検討 
１７１０４  手話通訳ボランティア等の派遣体制の整備 
１７１０５  地域振興局を中心とした「連絡会」の整備検討 
１７１０６  ボランティアコーディネーター等の養成 

 
  ２ ボランティアの役割分担とマニュアル整備（県民生活課、福祉保健総務課、消防防災課） 
１７２０１  災害ボランティアの活動分野ごとの整理、再確認 
１７２０２  民間社会福祉災害対策マニュアルの見直し、研修会及び訓練の実施 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

施策分野  １７ 

復旧・復興を進めるアクション 
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学校における防災教育と災害時対策を強化します 
 
 学校での地震対策、防災教育を推進し、教職員に対する防災研修を充実します。また、避難所

となる学校施設に対する支援体制も整備します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 緊急時の対応、防災教育の充実 （高校教育課、義務教育課） 
１８１０１  学校の地震対策、地震防災教育、教職員の緊急時対応の充実 
１８１０２  生徒、児童の安全確保、安否確認等の対策推進 
１８１０３  避難所運営の初期対応策を示した避難所支援マニュアル作成 
１８１０４  教職員研修における地震防災研修のメニュー化 

 
  ２ 教育の再開 （高校教育課、義務教育課） 
１８２０１  教職員へのカウンセリング知識の講習 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

施策分野  １８ 

復旧・復興を進めるアクション 
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住宅被害者のための応急住宅を確保します 
 
 事前想定を行う中で、関係機関との連携を強化し、災害時に迅速に対応できる組織体制を整

備します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 仮設住宅の建設用地、人材等の確保 （住宅課） 
１９１０１  建設可能な公共用地の調査 
１９１０２  仮設住宅建設に係る応援職員の業務内容の事前想定 
１９１０３  応急仮設住宅マニュアルの作成 
１９１０４  多様なタイプが建設できる制度を国へ要望 

 
  ２ 公営住宅の活用 （住宅課） 
１９２０１  公営住宅の空き屋の提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

施策分野  １９ 

復旧・復興を進めるアクション 
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建築物の解体・がれき・残骸物処理を確実に進めます 
 
 関係団体と連携を図り、災害時に迅速に処理ができるような広域的な処理体制を整備します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 残骸物、がれき等の処理体制の整備 （営繕課、環境整備課、消防防災課） 
２０１０１  残骸物、がれき等の処理マニュアルの策定 
２０１０２  廃棄物処理に係る関係団体との災害時の応援協定の締結 
２０１０３  被災建築物の緊急解体マニュアルの整備研究 
２０１０４  大規模震災時の廃棄物処理に関する広域的処理体制の確立 

 
 
 
 
 

 

 
 

被災者の救済・生活支援対策を進めます 
 
 被災者への救済・生活支援が迅速に行えるように、支援体制を整備・検討します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 支援体制の整備             税務課、福祉保健総務課、衛生薬務課、 
農業技術課、建築指導課、消防防災課 

２１１０１  義援金品募集・配分協議会の構成・配分方法の調査・検討 
２１１０２  罹災農家の経営再建資金制度の継続と周知 
２１１０３  災害時の県税救済措置制度の周知 
２１１０４  埋葬等手引きの作成検討 
２１１０５  山梨県個人住宅災害緊急建設資金貸付制度の周知 

 
 
 
 
 
 
 
 

施策分野  ２０ 

施策分野  ２１ 

復旧・復興を進めるアクション 

復旧・復興を進めるアクション 
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被災地の復興まちづくり体制を整備します 
 
 被災地の単なる復興ではなく、まちづくりを観点に入れた都市復興基本計画の策定に向けた体

制や市町村等への支援体制を整備し、早期事業化を推進します。 
 

 アクション（行動実践を行う項目） 

  １ 都市の復興初動態勢の確立 （都市計画課） 
２２１０１  都市計画関係職員対応マニュアルの作成 
２２１０２  公共施設及び家屋被害状況の把握方法の検討 
２２１０３  土地区画整理士等の人材派遣の方針の検討 
２２１０４  都市復興対策本部の設置基準の検討 
２２１０５  建築制限区域の判断基準の検討 
 

  ２ 都市復興基本方針の策定 （都市計画課） 
２２２０１  復興対象地域の決定基準の検討 
２２２０２  被災市街地復興推進地域決定への支援体制の検討 
２２２０３  被災都市復興基本計画（案）の策定の検討 
 
３ 復興まちづくりの推進 （都市計画課） 
２２３０１  まちづくり協議会の設立への支援の検討 
２２３０２  まちづくり方針の作成支援の検討 
２２３０３  都市復興基本計画の決定と早期事業化への検討 
 

 
 
                                      
 
 
 
 
 
 
 

施策分野  ２２ 

復旧・復興を進めるアクション 

 



○　やまなし防災アクションプラン体系図

施　策　分　野 重点アクション項目 アクション
項目数 施　策　分　野 重点アクション項目 アクション

項目数

１　初動態勢と被災状況の早期把握体制の強化 非常参集体制の強化 10 １０　ライフラインの強化 構造物等の耐震対策 6
非常参集訓練の実施 2 関係機関の連携強化 3
被災状況の早期把握体制の整備 10 復旧のための体制整備等 6
情報通信機能の強化 2 飲料水・生活用水の確保 5

２　災害対策本部の運営体制の強化 災害対策本部の運営体制の強化 17 １１　災害時の広報と生活情報の提供 県民への情報提供 6
地方連絡本部の運営体制の強化 4 被害時広報システムの確立 2
災害対策本部等の拠点施設の整備 5
市町村の防災力の強化 1 １２　避難所の確保・運営体制の強化 避難所・避難地の確保 8
全国的支援の受け入れ、活動体制の整備 5 避難所運営のシステム化 9

避難所における食糧確保等 2
３　救出・救助体制の整備 救出・救助体制の強化 7

救出・救助用資機材の整備 3 １３　緊急物資の確保・配送体制の強化 食料・生活必需品の確保 5
ヘリコプターを利用した広域体制の整備 5 配送システムの確立 7
広域応援体制の整備 5 緊急物資のニーズの把握 3

４　発災直後の医療救護体制の整備 緊急治療の迅速化の推進 5 １４　被災者の健康対策・生活相談窓口体制の充実 医療公衆衛生体制の整備 2
広域医療システムの構築 1 健康相談・情報提供等の体制整備 1
医薬品・消毒剤等の備蓄推進 2 災害時のメンタルケアの整備 1
医療施設の耐震化の推進 2 生活相談等窓口の開設 5
ライフライン確保対策の推進 1 生活情報の収集発信体制の整備 2

５　消火対策の強化 消防力の向上 4 １５　し尿・ごみ・被災建築物の応急対策 し尿・ごみの災害時応急対策 2
出火防止、初期消火の徹底 6 応急危険度判定実施体制の整備 5
広域応援体制の強化 1 被災度区分別判定技術の習得 1
都市河川の活用 1

１６　災害弱者・外国人への支援 避難生活の支援 6
６　地域における災害予防対策の強化、二次災害の防止 地域における災害予防対策の推進 5 必要な情報の把握と伝達 2

土木施設整備事業の推進 6 外国人への啓発推進と情報提供 3
二次災害防止対策の強化 10 外国語通訳の確保と相談窓口の充実 2

７　公共施設・建築物等の耐震化 公共建築物等の耐震化の推進 3 １７　ボランティアとの連携、受け入れ体制の強化 ボランティア受け入れ体制等の整備 6
公共土木施設の耐震化の推進 5 ボランティアの役割分担とマニュアル整備 2
教育施設の耐震化の推進 2
個人住宅の耐震化促進のための啓発活動 6 １８　防災教育と災害時対策の強化 緊急時の対応、防災教育の充実 4
緊急輸送道路・避難路確保のための建物の耐震化の促進 3 教育の再開 1
防災都市づくりの推進 1
文化財の耐震化の推進 3 １９　住宅被害者のための応急住宅の確保 仮設住宅の建設用地、人材等の確保 4

公営住宅の活用 1
８　県民への意識啓発と防災訓練の強化 防災対策の広報、啓発及び防災教育の実施 6

家庭内の対策の推進 2 ２０　建築物の解体・がれき・残骸物処理対策 残骸物、がれき等の処理体制の整備 4
自主防災組織活動の強化策の推進 4
総合防災訓練、地域防災訓練の充実 8 ２１　被災者の救済・生活支援対策 支援体制の整備 5
初動確保訓練の充実 2

２２　被災地の復興まちづくり体制の整備 都市の復興初動態勢の確立 5
９　緊急陸空路の確保 緊急輸送道路の被災情報収集 1 都市復興基本方針の策定 3

交通規制の実施と道路情報の提供等 7 復興まちづくりの推進 3
緊急輸送道路等の耐震化 3
代替輸送路の確保、充実 6

重点アクション項目数 76
アクション項目数 314 


